
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成19年12月７日 

【中間会計期間】 第11期中（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

【会社名】 ダブルクリック株式会社 

【英訳名】 DoubleClick Japan Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 中山 善光 

【本店の所在の場所】 東京都品川区大井１丁目20番地６号 

【電話番号】 03（5718）8600（代表） 

【事務連絡者氏名】 執行役員管理本部長 髙島 真治 

【最寄りの連絡場所】 東京都品川区大井１丁目20番地６号 

【電話番号】 03（5718）8600（代表） 

【事務連絡者氏名】 執行役員管理本部長 髙島 真治 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社は持分法を適用すべき関連会社はありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載し

ておりません。 

４．第９期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当期）純損失

が計上されているため記載しておりません。 

５．当中間会計期間において、新株予約権の行使による新株発行を行っております。その結果、資本金は

1,882,441千円、発行済株式総数は203,598株となっております。 

６．証券取引法第193条の２の規定に基づき、第９期の財務諸表及び第９期中の中間財務諸表については、中央

青山監査法人の監査を受けており、第10期の財務諸表及び第10期中の中間財務諸表については新日本監査法

人の監査を受けております。 

７．金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第11期中の中間財務諸表については新日本監査法人の

監査を受けております。 

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 547,581 660,229 681,814 1,207,080 1,375,279 

経常利益（千円） 32,909 65,447 17,175 131,583 142,534 

中間（当期）純利益又は純損失(△)（千円） △47,654 81,891 16,030 55,258 159,574 

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － － － － 

資本金（千円） 1,858,914 1,870,062 1,882,441 1,866,628 1,870,062 

発行済株式総数（株） 203,041 203,310 203,598 203,227 203,310 

純資産額（千円） 2,905,479 3,102,829 3,210,149 3,017,068 3,180,512 

総資産額（千円） 3,209,587 3,315,127 3,500,043 3,279,304 3,433,163 

１株当たり純資産額（円） 14,309.81 15,261.57 15,767.10 14,845.81 15,643.66 

１株当たり中間（当期）純利益又は純損失

(△)（円） 
△235.33 402.85 78.77 272.43 784.94 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期） 

純利益（円） 
－ 402.38 78.70 271.19 784.60 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 90.5 93.6 91.7 92.0 92.6 

営業活動によるキャッシュ・フロー（千円） 6,925 88,717 6,768 127,359 258,123 

投資活動によるキャッシュ・フロー（千円） 27,170 △38,224 △141,749 26,590 △59,969 

財務活動によるキャッシュ・フロー（千円） 31,005 3,869 13,606 39,682 3,869 

現金及び現金同等物の中間期末（期末） 

残高（千円） 
2,761,286 2,945,161 2,971,144 2,890,544 3,092,268 

従業員数（外、平均臨時雇用者数）（人） 
35 

  (－）

42 

 (－）

49 

 (－）

38 

  (－）

44 

  (－）



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者及び人材会社からの派遣社員を

    含む。）であります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 

  （平成19年９月30日現在）

従業員数（人） 49 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）当中間会計期間の概況 

 ① 当中間会計期間の市場環境 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の動向についての懸念や米国の住宅市場関連より生じたサブプ

ライムローンの不良債権化の進行などがあったものの、堅調な企業収益の改善を背景に設備投資の増加や雇用環境

の改善が見られ緩やかな拡大基調で推移いたしました。 

 このような状況の中、当社の事業ドメインであるインターネット・マーケティング市場も成長を維持しておりま

す。インターネット環境は、総務省の発表によりますと、利用者のブロードバンド化（平成19年６月末現在2,715

万契約）は確実に進展しております。これを背景に、リッチメディア広告の需要拡大や、サイト利用者の地域やサ

イト上での利用者の行動履歴に基づき適切な広告を配信する手法等が、広告主による評価獲得や広告単価の向上に

つながる仕組みとして広まり、インターネット広告市場は引き続き高成長を維持しております。 

 インターネット広告においては、株式会社電通の調べによりますと、わが国の平成18年のインターネット広告は

3,630億円（前年比：129.3％）と増加傾向が続き、株式会社電通総研の発表による平成23年の試算では7,588億円

を超え、規模は平成18年の２倍以上に拡大すると試算されております。 

 また、モバイル広告においては、株式会社電通の調べによりますと、わが国の平成18年のモバイル広告は390億

円（前年比：135.4％）に達し、株式会社電通総研の発表による平成23年の試算では1,284億円と予測され、高い数

値を維持しながら拡大すると見込まれております。 

 ② 当中間会計期間の事業展開 

 このような状況の中、当社はさらなる顧客満足の創造に挑み続けるテクノロジーカンパニーとして、製品の拡充

ならびに製品機能の強化を図ってまいりました。 

 当社の主力製品の一つであるASP型インターネット広告配信システム「DART for Publishers」（ダート・フォ

ー・パブリッシャーズ）につきましては、株式会社角川ザテレビジョンなどに導入いただき、営業活動は順調に推

移しております。また、ソフトウェア型インターネット広告配信管理システム「DART Enterprise」（ダート・エ

ンタープライズ）につきましては、マイスペース株式会社に導入いただくなど、市場でのダブルクリック広告配信

ソリューションの利用が拡大しております。さらに、平成19年５月には米国ダブルクリック社製品である最適化ソ

リューション「DART Adapt」（ダート・アダプト）、行動ターゲティングソリューション「Boomerang」（ブーメ

ラン）を日本市場で発売を開始し、DARTソリューションのさらなる拡販にむけて活動を行っております。 

 統合型モバイルマーケティングサービス「MobileMK」（モバイル・エム・ケー）につきましては、平成19年４月

に新バージョンである「MobileMK 1.7」をリリースいたしました。学校法人聖学院、株式会社留学ジャーナル、株

式会社佐賀新聞社、株式会社エイム・トゥをはじめ多彩な企業に導入いただくなど、堅調な拡販活動を行っており

ます。なお、平成19年３月に事業譲渡の基本契約を締結した株式会社ネクスウェイの携帯マーケティングASPサー

ビスであります「MO-ON」（ムーン）につきましては、平成19年９月30日に当社への事業譲渡を完了し、同年10月

１日より、当社による全面稼働に移行する予定でおります。なお、自社開発のモバイルマーケティングツール

「MobileMK」との両システムの安定稼動・機能拡張を図りつつ、将来的に両システムの統合をすすめ、モバイルマ

ーケティングツールの標準化を目指しております。  

 さらに経営面においては、製品の機能強化・拡販強化を目的とした採用活動も行いました。当中間会計期間にお

きましては、全従業員が49名と対前年同期比７名増となりましたが、コスト構造の見直しを図り、業績の向上に努

めてまいりました。 

 以上の結果、当中間会計期間の売上高は６億81百万円（前年同期比：3.3％増）、営業損益は△３百万円（前年

同期は51百万円）、経常利益は17百万円（前年同期比：73.8％減）、中間純利益は16百万円（前年同期比：80.4％

減）となりました。 

（注）従業員数には、派遣社員１名を含んでおります。 

③ 当中間会計期間の業績 

 当中間会計期間（４～９月）の売上高は、６億81百万円と前年同期比で21百万円の増加（3.3％増）となりまし

た。その内訳として、ソフトウェアライセンス売上高は、前年同期比で26百万円の増加（91.9％増）の55百万円と

なりました。これは、主にEメールソリューションである「ClickM@iler」（クリックメーラー）ならびに広告配信

管理システム「DART Enterprise」（ダート・エンタープライズ）の販売好調によるものであります。 

 ASP利用売上高は、前年同期比で27百万円の減少（6.7％減）の３億87百万円となりました。これは、ウェブ分析



ソリューション、モバイルマーケティングソリューションの営業活動は順調に推移しましたが、ASP型インターネ

ット広告配信システムのアウトソースを控えた取引先企業の影響や市場環境の競争激化による配信単価の見直し等

によるものであります。 

 サービス・その他売上高は、２億38百万円と前年同期比で22百万円の増加（10.5％増）となりました。 

   

(2）キャッシュ・フロー 

 現金及び現金同等物の当中間会計期間末残高は、29億71百万円と前年同期比で25百万円の増加となりました。そ

の内訳は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、獲得した資金は６百万円となり、前年同期比で81百万円の収入減少となりました。これは主に

税引前中間純利益の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は１億41百万円となり、前年同期比で１億３百万円の支出増加となりました。こ

れは主に「MO-ON」の事業譲受代金の支払によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、獲得した資金は13百万円となり、前年同期比で９百万円の収入増加となりました。これは主に

ストックオプションの権利行使による新株の発行に伴うものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社の事業は、サービスの提供であり、生産に該当する事項はありません。 

(2）仕入実績 

 当社の事業は、サービスの提供であり、よって製品の仕入に該当する実績はありませんが、サービスの一部分を仕

入れるという視点に立ち、以下の内容をサービスの仕入に相当するコストとして記載いたしました。 

 その結果、当中間会計期間の仕入実績を事業の品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(a）ソフトウェアライセンス 

・広告配信技術「DART Enterprise」のライセンス販売に応じて米DoubleClick社に支払うロイヤリティ 

(b）ASP利用 

・広告配信技術「DART」のライセンス使用に応じて米DoubleClick社に支払うロイヤリティ 

・メール配信技術「DARTmail」のライセンス使用に応じて米DoubleClick社に支払うロイヤリティ 

・ウェブサイト分析技術「SiteCatalyst」のライセンス使用に応じて米Omniture社に支払うロイヤリティ 

(c）サービス・その他 

・広告配信技術「DART Enterprise」の保守契約売上に応じて米DoubleClick社に支払うロイヤリティ 

・ソフトウェアのカスタマイズ、ホスティングサービス等に関わる外注費他 

(3）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を事業の品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．受注残高は、期中に受注した保守サービス等に関する注文金額の内、中間会計期間末日現在において、役務

の提供が完了していない注文に関わる金額であります。 

品 目
当中間会計期間

（自 平成19年４月１日  
 至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

ソフトウェアライセンス （千円） 4,798 164.9 

ASP利用（千円） 225,713 100.8 

サービス・その他（千円） 71,972 108.7 

合計 （千円） 302,483 103.2 

品 目 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

受注高
前年同期比
（％） 

受注残高 
前年同期比
（％） 

ソフトウェアライセンス（千円） 55,491 191.9 -  -  

ASP利用（千円） 387,797 93.3 -  -  

サービス・その他（千円） 217,947 122.3 116,930 114.0 

合計 （千円） 661,236 106.2 116,930 114.0 



(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであ

ります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当該販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満である場合には、記載を省略しております。 

３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 ASP型インターネット広告配信サービス、ならびに広告配信システムの開発・改良・メンテナンス等は米DoubleClick

社で行なわれております。 

 また、Eメールソリューション、及び携帯電話を対象としたモバイルマーケティングツールの開発・改良・メンテナ

ンス等は自社部門にて行っております。 

品 目 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

ソフトウェアライセンス（千円） 55,491 191.9 

ASP利用（千円） 387,797 93.3 

サービス・その他（千円） 238,525 110.5 

合計 （千円） 681,814 103.3 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額 (千円) 割合（％） 金額 (千円) 割合（％） 

 トランスコスモス株式会社 100,044 15.2 130,178 19.1 

合計 100,044 15.2 130,178 19.1 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、モバイルビジネス事業本部の分室移転に伴い、建物附属設備及び什器備品等の新規取得を

行っております。その設備の状況は、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には消費税等を含めておりません。 

２．建物は、パーティション等の建物附属設備であります。 

３．分室オフィスを賃借しております。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設・除却等の計画はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 
従業員数
（人） 建物 

（千円） 
器具備品 
（千円） 

ソフトウェア 
（千円） 

合計 
（千円） 

 分室 

（東京都品川区）  
事務所 4,747 6,387 － 11,135 9 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの間の新株予約権等（ストックオ

プション）の権利行使により発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプション）並びに旧商法第280条ノ20及び第280条ノ

21の規定に基づき発行した新株予約権に関する事項は、次のとおりであります。 

① 平成13年１月９日臨時株主総会決議 

（注）１．権利付与日以降株式の分割または併合が行われる場合、未行使の新株引受権の目的たる株式の数は分割ま

たは併合の比率に応じ比例的に調整されます。 

２．当社が株式の分割（配当可能利益または準備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下同様とす

る。）または併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整し、調整の結果生じる１株未満の株

式は、これを切り捨てます。 

   調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお上記付与株式数の調整は、その時点で被付与者が新株引受権を行使していない付与株式数についての

み行われるものとします。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 706,176 

計 706,176 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月７日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 203,598 203,615 
株式会社大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 
－ 

計 203,598 203,615 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,030 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000（注）３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成13年１月27日から 

至 平成20年１月26日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額 

発行価格  50,000円 

資本組入額 50,000円 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左 

代用払込に関する事項 －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 
－  － 



３．当社が、株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１

円未満の端数は、これを切り上げます。 

   調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × １ ÷ 分割・併合の比率 

４．Ａ．被付与者は、当社株券がいずれかの証券取引所に上場された場合に限り、新株引受権を行使すること

ができます。 

Ｂ．新株引受権の譲渡、質入れおよび一切の処分は認めないものとします。 

Ｃ．被付与者は、平成15年１月27日以降、新株引受権の行使が可能となるものとし、以下の区分に従っ

て、付与された新株引受権の一部または全部を行使することができます。なお以下の計算の結果、行

使可能な株式数に１株に満たない端数がある場合には、１株に切り上げた数とします。 

(a）平成15年１月27日から平成16年１月26日までは、付与株式数の２分の１について行使することが

できる。 

(b）平成16年１月27日から平成17年１月26日までは、付与株式数の４分の３について行使することが

できる。 

(c）平成17年１月27日から平成20年１月26日までは、付与株式数のすべてについて行使することがで

きる。 

Ｄ．新株引受権付与後、被付与者が、当社の役員もしくは従業員の地位を喪失した場合、上記Ｃの定めに

拘らず、下記Ｆ記載の「新株引受権付与契約書」に定めるところにより、新株引受権の行使につき別

に取扱うことができるものとします。 

Ｅ．新株引受権付与後、新株引受権を喪失することなく被付与者が死亡した場合には、その相続人による

新株引受権の行使は認めますが、権利行使可能な株式数、権利行使可能な期間その他の権利行使の条

件については、下記Ｆ記載の「新株引受権付与契約」に定めるところによるものとします。 

Ｆ．上記の他細目等については、当社と付与対象者との間で締結する「新株引受権付与契約書」に定める 

ところによります。 

Ｇ．また新株引受権付与後、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、または株式交換若しく

は株式移転を行う場合、その他これらの場合に類して調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場

合は、必要 小限かつ合理的な範囲で、ただし、被付与者に追加の実質的な経済的利益を与えること

なく、新株引受権の付与株式数、発行価額、行使期間その他について必要 小限の調整を行い、また

権利行使を制限し、未行使の新株引受権を失効させることができるものとします。 

② 平成15年６月25日定時株主総会決議 

（注）１．権利付与日以降株式の分割または併合が行われる場合、未行使の新株引受権の目的たる株式の数は分割ま

たは併合の比率に応じ比例的に調整されます。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 249 232 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 249 232 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  37,789（注）３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年９月２日から 

至 平成21年９月１日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額 

発行価格  37,789円 

資本組入額 18,895円 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左 

代用払込に関する事項 －   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 
－   － 



２．当社が株式の分割（配当可能利益または準備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下同様とす

る。）または併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整し、調整の結果生じる１株未満の株

式は、これを切り捨てます。 

      調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお上記付与株式数の調整は、その時点で被付与者が新株予約権を行使していない付与株式数についての

み行われるものとします。 

３．Ａ．新株予約権１個当たりの払込金額は、次により決定される１株当たりの払込金額に新株予約権１個の

株式数を乗じた金額とします。 

１株当たりの払込金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立していない

日を除く）における大阪証券取引所における当社株式普通取引の平均値に1.03を乗じた金額（１円未

満の端数は切上げ）とします。 

ただし、当該金額が新株予約権発行日前日の終値（取引が成立しない場合はその前日の終値）を下回

るときは、当該終値とします。 

Ｂ．当社が、株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切り上げます。 

     調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × １ ÷ 分割・併合の比率 

４．Ａ．新株予約権の譲渡、質入れおよび一切の処分は認めないものとします。 

Ｂ．被付与者は、平成17年９月２日以降、新株予約権の行使が可能となるものとし、以下の区分に従っ

て、付与された新株予約権の一部または全部を行使することができます。なお以下の計算の結果、行

使可能な株式数に１株に満たない端数がある場合には、１株に切り上げた数とします。 

(a）平成17年９月２日から平成18年９月１日までは、付与株式数の２分の１について行使することが

できる。 

(b）平成18年９月２日から平成19年９月１日までは、付与株式数の４分の３について行使することが

できる。 

(c）平成19年９月２日から平成21年９月１日までは、付与株式数のすべてについて行使することがで

きる。 

Ｃ．新株予約権付与後、被付与者が、当社の役員もしくは従業員の地位を喪失した場合、上記Ｂの定めに

拘らず、下記Ｅ記載の「新株予約権割当契約書」に定めるところにより、新株予約権の行使につき別

に取扱うことができるものとします。 

Ｄ．新株予約権付与後、新株予約権を喪失することなく被付与者が死亡した場合には、その相続人による

新株予約権の行使は認めますが、権利行使可能な株式数、権利行使可能な期間その他の権利行使の条

件については、下記Ｅ記載の「新株予約権割当契約書」に定めるところによるものとします。 

Ｅ．上記の他細目等については、当社と付与対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定める

ところによります。 

Ｆ．また新株予約権付与後、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、または株式交換若しく

は株式移転を行う場合、その他これらの場合に類して調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場

合は、必要 小限かつ合理的な範囲で、ただし、被付与者に追加の実質的な経済的利益を与えること

なく、新株予約権の付与株式数、発行価額、行使期間その他について必要 小限の調整を行い、また

権利行使を制限し、未行使の新株予約権を失効させることができるものとします。 



③ 平成16年６月24日定時株主総会及び平成16年７月30日取締役会決議 

（注）１．権利付与日以降株式の分割または併合が行われる場合、未行使の新株引受権の目的たる株式の数は分割ま

たは併合の比率に応じ比例的に調整されます。 

２．当社が株式の分割（配当可能利益または準備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下同様とす

る。）または併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整し、調整の結果生じる１株未満の株

式は、これを切り捨てます。 

     調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお上記付与株式数の調整は、その時点で被付与者が新株予約権を行使していない付与株式数についての

み行われるものとします。 

３．当社が、株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１

円未満の端数は、これを切り上げます。 

     調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × １ ÷ 分割・併合の比率 

４．Ａ．新株予約権の譲渡、質入れおよび一切の処分は認めないものとします。 

Ｂ．被付与者は、平成18年９月２日以降、新株予約権の行使が可能となるものとし、以下の区分に従っ

て、付与された新株予約権の一部または全部を行使することができます。なお以下の計算の結果、行

使可能な株式数に１株に満たない端数がある場合には、１株に切り上げた数とします。 

(a）平成18年９月２日から平成20年９月１日までは、付与株式数の２分の１について行使することが

できる。 

(b）平成20年９月２日から平成22年９月１日までは、付与株式数のすべてについて行使することがで

きる。 

Ｃ．新株予約権付与後、被付与者が、当社の役員もしくは従業員の地位を喪失した場合、上記Ｂの定めに

拘らず、下記Ｄ記載の「新株予約権割当契約書」に定めるところにより、新株予約権の行使につき別

に取扱うことができるものとします。 

Ｄ．上記の他細目等については、当社と付与対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定める

ところによります。 

Ｅ．また新株予約権付与後、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、または株式交換若しく

は株式移転を行う場合、その他これらの場合に類して調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場

合は、必要 小限かつ合理的な範囲で、ただし、被付与者に追加の実質的な経済的利益を与えること

なく、新株予約権の付与株式数、発行価額、行使期間その他について必要 小限の調整を行い、また

権利行使を制限し、未行使の新株予約権を失効させることができるものとします。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 395 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 395 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  66,000（注）３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年９月２日から 

至 平成22年９月１日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額 

発行価格  66,000円 

資本組入額 33,000円 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左 

代用払込に関する事項 －   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 
－   － 



④ 平成17年６月28日定時株主総会及び平成17年７月29日取締役会決議 

（注）１．権利付与日以降株式の分割または併合が行われる場合、未行使の新株引受権の目的たる株式の数は分割ま

たは併合の比率に応じ比例的に調整されます。 

２．当社が株式の分割（配当可能利益または準備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下同様とす

る。）または併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整し、調整の結果生じる１株未満の株

式は、これを切り捨てます。 

     調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお上記付与株式数の調整は、その時点で被付与者が新株予約権を行使していない付与株式数についての

み行われるものとします。 

３．当社が、株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１

円未満の端数は、これを切り上げます。 

     調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × １ ÷ 分割・併合の比率 

４．Ａ．新株予約権の譲渡、質入れおよび一切の処分は認めないものとします。 

Ｂ．被付与者は、平成19年９月２日以降、新株予約権の行使が可能となるものとし、以下の区分に従っ

て、付与された新株予約権の一部または全部を行使することができます。なお以下の計算の結果、行

使可能な株式数に１株に満たない端数がある場合には、１株に切り上げた数とします。 

(a）平成19年９月２日から平成21年９月30日までは、付与株式数の２分の１について行使することが

できる。 

(b）平成21年10月１日から平成23年９月30日までは、付与株式数のすべてについて行使することがで

きる。 

Ｃ．新株予約権付与後、被付与者が、当社の役員もしくは従業員の地位を喪失した場合、上記Ｂの定めに

拘らず、下記Ｄ記載の「新株予約権割当契約書」に定めるところにより、新株予約権の行使につき別

に取扱うことができるものとします。 

Ｄ．上記の他細目等については、当社と付与対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定める

ところによります。 

Ｅ．また新株予約権付与後、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、または株式交換若しく

は株式移転を行う場合、その他これらの場合に類して調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場

合は、必要 小限かつ合理的な範囲で、ただし、被付与者に追加の実質的な経済的利益を与えること

なく、新株予約権の付与株式数、発行価額、行使期間その他について必要 小限の調整を行い、また

権利行使を制限し、未行使の新株予約権を失効させることができるものとします。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 900 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 900 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  123,000（注）３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年９月２日から 

至 平成23年９月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額 

発行価格  123,000円 

資本組入額 61,500円 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左 

代用払込に関する事項 －   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 
－   － 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）新株予約権の行使による増加であります。   

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 

（千円） 

資本準備金残高
（千円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日(注) 
288 203,598 12,378 1,882,441 1,228 495,799

  （平成19年９月30日現在）

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総
数に対する 
所有株式数の
割合（％） 

トランスコスモス インベストメンツ 

アンド ビジネス ディベロップメント 

インク 

（常任代理人 岡三証券株式会社） 

12505 BELLEVUE REDMOND RD.,SUITE 

209 BELLEVUE,WA 98005 U.S.A. 

 （東京都中央区日本橋1-17-6） 

124,784 61.29 

東日本電信電話株式会社 東京都新宿区西新宿3-19-2 9,792 4.81 

株式会社インプレスホールディングス 東京都千代田区三番町20 2,641 1.30 

エービーエヌ アムロバンク エヌブイ 

ヨーロピアンハブ 

（常任代理人 シティバンク銀行株式会社） 

GUST AV MAHLERLAAN 10 1082  

PP,AMSTERDAM,NETHERLANDS 

 （東京都品川区東品川2-3-14） 2,210 1.09 

株式会社電通 東京都港区東新橋1-8-1 2,000 0.98 

ドイチェ バンク アーゲー ロンドン 

ピービー ファーム アカウント 614 

 （常任代理人 ドイツ証券株式会社） 

TAUNUSANLAGE 12,D-60325 FRANKFURT 

AM MAIN,FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY  

 （東京都千代田区永田町2-11-1） 1,355 0.67 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 1,214 0.60 

SBIイー・トレード証券株式会社 東京都港区六本木1-6-1 698 0.34 

姚 偉綱 東京都港区 560 0.28 

南里 司 東京都日野市 549 0.27 

計 － 145,803 71.61 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が13株（議決権の数13個）含ま

れております。 

   

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 (1) 新任役員 

   該当事項はありません。 

 (2) 退任役員 

   該当事項はありません。 

 (3) 役職の異動 

   該当事項はありません。 

  （平成19年９月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 203,598 203,598 
権利内容に何ら限定のない 

当社における標準となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 203,598 － － 

総株主の議決権 － 203,598 － 

  （平成19年９月30日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 59,400 98,000 78,500 64,800 51,600 41,900 

低（円） 38,500 63,600 56,600 50,600 36,500 32,950 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けておりま

す。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   445,161     271,144     392,268    

２．売掛金   162,172     177,189     171,080    

３. 預け金    2,500,000     2,700,000     2,700,000    

４．その他   64,108     220,438     38,748    

貸倒引当金   △3,744     △177     △171    

流動資産合計     3,167,698 95.6   3,368,594 96.2   3,301,926 96.2 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物   17,427     19,157     15,807    

(2）器具備品   8,269     15,175     7,919    

有形固定資産合計     25,697 0.7   34,333 1.0   23,726 0.7

２．無形固定資産                    

(1）ソフトウエア   12,219     4,255     8,708    

(2）その他   800     800     800    

無形固定資産合計     13,020 0.4   5,055 0.2   9,509 0.3

３. 投資その他の資産                    

(1）その他   108,711     92,059     98,001    

投資その他の資産
合計     108,711 3.3   92,059 2.6   98,001 2.8

固定資産合計     147,428 4.4   131,448 3.8   131,236 3.8 

資産合計     3,315,127 100.0   3,500,043 100.0   3,433,163 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   57,115     68,126     67,005    

２．未払金   38,303     28,791     17,442    

３．未払費用   6,181     6,354     10,212    

４．未払法人税等   4,795     1,158     5,668    

５. 前受収益   68,698     159,170     92,237    

６．賞与引当金   9,513     292     26,796    

７．その他 ※２ 18,518     18,073     23,929    

流動負債合計     203,126 6.1   281,968 8.1   243,293 7.1 

Ⅱ 固定負債                    

１．退職給付引当金   9,171     7,925     9,357    

固定負債合計     9,171 0.3   7,925 0.2   9,357 0.3 

負債合計     212,297 6.4   289,893 8.3   252,651 7.4 

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

 １. 資本金     1,870,062 56.4   1,882,441 53.8   1,870,062 54.5 

 ２. 資本剰余金                     

 （1）資本準備金   494,570     495,799     494,570    

 （2）その他資本剰余金                    

   資本準備金減少差益   601,046     601,046     601,046    

 資本剰余金合計     1,095,616 33.1   1,096,845 31.3   1,095,616 31.9 

 ３. 利益剰余金                    

 （1）その他利益剰余金                    

   繰越利益剰余金   137,149     230,863     214,832    

 利益剰余金合計     137,149 4.1   230,863 6.6   214,832 6.2 

 株主資本合計     3,102,829 93.6   3,210,149 91.7   3,180,512 92.6 

  純資産合計     3,102,829 93.6   3,210,149 91.7   3,180,512 92.6 

 負債純資産合計     3,315,127 100.0   3,500,043 100.0   3,433,163 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     660,229 100.0   681,814 100.0   1,375,279 100.0 

Ⅱ 売上原価     421,249 63.8   469,303 68.8   876,704 63.7 

売上総利益     238,980 36.2   212,511 31.2   498,575 36.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     187,933 28.5   216,112 31.7   385,956 28.1 

営業利益又は営業損失(△)     51,047 7.7   △3,601 △0.5   112,618 8.2 

Ⅳ 営業外収益 ※１   15,071 2.3   21,598 3.1   30,315 2.2 

Ⅴ 営業外費用     670 0.1   821 0.1   400 0.0 

経常利益     65,447 9.9   17,175 2.5   142,534 10.4 

Ⅵ 特別利益 ※２   25,364 3.9   － －   26,435 1.9 

Ⅶ 特別損失  ※３   8,445 1.3   － －   8,445 0.6 

税引前中間(当期)純利益     82,366 12.5   17,175 2.5   160,524 11.7 

法人税、住民税及び事業税     475 0.1   1,145 0.1   950 0.1 

中間（当期）純利益     81,891 12.4   16,030 2.4   159,574 11.6 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。 

 

株主資本 

純資産
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金
その他 

資本剰余金 
資本剰余金 

合計 

その他利益 
剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高（千円） 1,866,628 494,136 2,550,000 3,044,136 △1,893,695 △1,893,695 3,017,068 3,017,068 

中間会計期間中の変動額                

新株の発行 

（新株予約権の行使） 
3,434 434 － 434 － － 3,869 3,869 

資本剰余金から 

利益剰余金への振替（注） 
－ － △1,948,953 △1,948,953 1,948,953 1,948,953 － － 

中間純利益 － － － － 81,891 81,891 81,891 81,891 

中間会計期間中の変動額合計（千円） 3,434 434 △1,948,953 △1,948,519 2,030,845 2,030,845 85,760 85,760 

平成18年９月30日 残高（千円） 1,870,062 494,570 601,046 1,095,616 137,149 137,149 3,102,829 3,102,829 

 

株主資本 

純資産
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金
その他 

資本剰余金 
資本剰余金 

合計 

その他 
利益剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日 残高（千円） 1,870,062 494,570 601,046 1,095,616 214,832 214,832 3,180,512 3,180,512 

中間会計期間中の変動額                

新株の発行 

（新株予約権の行使） 
12,378 1,228 － 1,228 － － 13,606 13,606 

中間純利益 － － － － 16,030 16,030 16,030 16,030 

中間会計期間中の変動額合計（千円） 12,378 1,228 － 1,228 16,030 16,030 29,636 29,636 

平成19年９月30日 残高（千円） 1,882,441 495,799 601,046 1,096,845 230,863 230,863 3,210,149 3,210,149 

 

株主資本 

純資産
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金
その他 

資本剰余金 
資本剰余金 

合計 

その他 
利益剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高（千円） 1,866,628 494,136 2,550,000 3,044,136 △1,893,695 △1,893,695 3,017,068 3,017,068 

事業年度中の変動額                

新株の発行 

（新株予約権の行使） 
3,434 434 － 434 － － 3,869 3,869 

資本剰余金から 

利益剰余金への振替（注） 
－ － △1,948,953 △1,948,953 1,948,953 1,948,953 － － 

当期純利益 － － － － 159,574 159,574 159,574 159,574 

事業年度中の変動額合計（千円） 3,434 434 △1,948,953 △1,948,519 2,108,528 2,108,528 163,443 163,443 

平成19年３月31日 残高（千円） 1,870,062 494,570 601,046 1,095,616 214,832 214,832 3,180,512 3,180,512 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

税引前中間（当期）純利益   82,366 17,175 160,524 

減価償却費   2,451 4,015 5,823 

ソフトウェア償却額   5,573 4,453 10,995 

長期前払費用償却額   12,541 12,541 25,082 

貸倒引当金の増減額（△は減少額）   △364 6 △3,937 

賞与引当金の増減額（△は減少額）   9,513 △26,504 26,796 

退職給付引当金の増減額（△は減少額）   703 △1,431 889 

受取利息   △12,270 △18,554 △27,410 

為替差損益   △254 △250 299 

本社移転補償金   △25,000  - △25,000 

固定資産除却損   3,302  - 3,302 

本社移転費用   5,142  - 5,142 

売上債権の増減額（△は増加額）   76,369 △6,108 67,460 

前払費用の増減額（△は増加額）    - △55,575 - 

その他の資産の増減額（△は増加額）   1,441 1,206 1,801 

仕入債務の増減額（△は減少額）   △39,030 1,121 △29,140 

未払金の増減額（△は減少額）   △45,672 4,556 △44,788 

未払費用の増減額（△は減少額）   936 △3,858 4,968 

前受収益の増減額（△は減少額）   3,696 66,933 27,235 

未払消費税等の増減額（△は減少額）   △5,168 △7,085 363 

その他の負債の増減額（△は減少額）   1,117 △3,475 1,395 

小計   77,396 △10,835 211,805 

利息及び配当金受取額   12,270 18,554 27,410 

本社移転補償金の受入額   - - 25,000 

本社移転費用の支出額   - - △5,142 

法人税等の支払額   △950 △950 △950 

営業活動によるキャッシュ・フロー   88,717 6,768 258,123 

 



   

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

有形固定資産の取得による支出   - △5,728 △20,074

ソフトウェアの取得による支出   △580 △2,100 △418 

保証金・敷金の差入による支出   △37,644 △7,920 △37,644 

保証金・敷金の返還による収入   - - 105 

長期前払費用の取得による支出   - - △1,936 

事業譲受による支出    - △126,000 - 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △38,224 △141,749 △59,969 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

株式の発行による収入   3,869 13,606 3,869 

財務活動によるキャッシュ・フロー   3,869 13,606 3,869 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   254 250 △299 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少額）   54,616 △121,124 201,723 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,890,544 3,092,268 2,890,544 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高   2,945,161 2,971,144 3,092,268 

         



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

 その他有価証券 

時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

有価証券 

 その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

有価証券 

 その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

  定率法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物…………18年 

器具備品……３年から15年 

(1）有形固定資産 

  定率法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物…………３年から18年 

器具備品……３年から15年 

(1）有形固定資産 

  定率法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

同左 

同左 

  (2）無形固定資産 

 市場販売目的のパッケージソ

フトウェア制作費については、

見込販売額に基づく償却額と見

込販売可能期間（３年）に基づ

く定額償却額のいずれか大きい

額により償却しております。 

自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法に

より償却しております。 

(2）無形固定資産 

       同左 

  

(2）無形固定資産 

        同左 

  

   (3)長期前払費用 

均等償却 

 (3)長期前払費用 

同左 

 (3)長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に充てるた

め、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に充てるた

め、賞与支給見込額の当事業年

度負担額を計上しております。 

 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務を計上しておりま

す。なお、退職給付債務の算定

にあたり、簡便法を採用してお

ります。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務を計上しております。

なお、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しておりま

す。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は、純資産の部の合計と同額でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

  

  

  

───── 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用して

おります。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は、純資産の部の合計と同額でありま

す。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、財務諸表等規則の

改正に伴い、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。 

  

  

  

  

───── 

  

（減価償却方法の変更） 

 当中間会計期間より、法人税法の改正に

伴い、平成19年４月１日以降取得の固定資

産については、改正法人税法に規定する償

却方法により減価償却費を計上しておりま

す。 

 なお、これによる損益に与える影響は軽

微であります。 

  

  

  

───── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

  

  

  

───── 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間会計期間まで、営業活動によるキャッシュ・フローの「そ

の他の資産の増減額（△は増加額）」に含めて表示しておりました

「前払費用の増減額（△は増加額）」は、金額的重要性が増したた

め、当中間会計期間より区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間の「その他の資産の増減額（△は増加

額）」に含まれる「前払費用の増減額（△は増加額）」は△5,683

千円であります。 

  

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  

  

  

───── 

 １．減価償却方法の変更 

 当中間会計期間より、法人税法の改正に

伴い、平成19年３月31日以前に取得した固

定資産については、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により、取得価

額の５％に到達した事業年度の翌事業年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しております。 

 なお、これによる損益に与える影響は軽

微であります。 

 １．事業譲受け 

 平成19年３月29日開催の取締役会におい

て、平成19年10月１日をもって株式会社ネク

スウェイの事業のうち、携帯マーケティング

ASPサービスに関する事業を譲受けることを

決議し、同日事業譲渡契約を締結いたしまし

た。 

 なお、事業譲受けの概要は以下のとおりで

あります。 

(1)事業譲受けの理由  

 モバイルマーケティング事業の業容拡大の

為 

(2)譲受ける相手会社の名称 

 株式会社ネクスウェイ 

 （株式会社リクルートの100％子会社） 

(3)譲受ける事業の内容 

 携帯マーケティングASPサービス「MO-ON」

事業   

(4)譲受ける資産・負債の額 

 ①資産  

  固定資産 譲渡日前日帳簿価額 

 ②負債 

  該当事項はありません。 

(5)譲受け価額及び決済方法 

 ①譲受価額 

  １億２千万円 

 ②決済方法 

  現金決済 

(6)その他 

 本事業譲受けには人員の異動は含みませ

ん。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

42,623千円 50,010千円 45,995千円 

※２．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金銭的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

※２．消費税等の取扱い 

同左 

※２． 

────────── 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息       12,270千円 受取利息 18,554千円 受取利息 27,410千円 

           

※２．特別利益のうち主要なもの ※２． ※２．特別利益のうち主要なもの 

  本社移転補償金       25,000千円  ──────────   本社移転補償金       25,000千円 

           

※３．特別損失のうち主要なもの ※３． ※３．特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損     3,302千円  ────────── 固定資産除却損 3,302千円 

本社移転費用   5,142千円   本社移転費用  5,142千円 

           

４．減価償却実施額 ４．減価償却実施額 ４．減価償却実施額 

有形固定資産          2,451千円 有形固定資産 4,015千円 有形固定資産 5,823千円 

無形固定資産            5,573千円 無形固定資産  4,453千円 無形固定資産 10,995千円 

           



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間期会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 １．発行済株式に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加83株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであります。 
  
 ２．自己株式に関する事項 

該当事項はありません。  
  
 ３．新株予約権等に関する事項 

 （注）１．当中間会計期間減少は、新株予約権の行使及び失効によるものであります。 

２．平成13年１月決議新株引受権、平成15年６月決議新株予約権及び平成16年６月決議新株予約権は、権利行使

可能なものです。 

３．平成17年６月決議新株予約権については、権利行使期間の初日が到来しておりません。 
  
 ４．配当に関する事項 

該当事項はありません。  

当中間期会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 １．発行済株式に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加288株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであります。 
  
 ２．自己株式に関する事項 

該当事項はありません。  
  
 ３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。  
  
 ４．配当に関する事項 

該当事項はありません。  

 
前事業年度末 

株式数 
当中間会計期間 
増加株式数 

当中間会計期間 
減少株式数 

当中間会計期間末
株式数 

普通株式 203,227 株 83 株  - 203,310 株  

新株予約権の内訳 
新株予約権の 
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間会計 
期間末残高 
（千円） 前事業年度末

当中間会計 
期間増加 

当中間会計 
期間減少 

当中間会計 
期間末 

平成13年１月決議 

新株引受権 
普通株式 1,313  - 60 1,253  - 

平成15年６月決議 

新株予約権 
普通株式 395  - 23 372  - 

平成16年６月決議 

新株予約権 
普通株式 465  - 10 455  - 

平成17年６月決議 

新株予約権 
普通株式 1,120  - 60 1,060  - 

合計 - 3,293 -  153 3,140  - 

 
前事業年度末 

株式数 
当中間会計期間 
増加株式数 

当中間会計期間 
減少株式数 

当中間会計期間末
株式数 

普通株式 203,310株 288株  － 203,598株  



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

 １．発行済株式に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加83株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであります。 
  
 ２．自己株式に関する事項 

該当事項はありません。  
  
 ３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
 ４．配当に関する事項 

該当事項はありません。  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末 

株式数 
当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
株式数 

普通株式 203,227株 83株  － 203,310株  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 445,161千円 

預け金勘定 2,500,000千円 

現金及び現金同等物 2,945,161千円 

現金及び預金勘定 271,144千円 

預け金勘定 2,700,000千円 

現金及び現金同等物 2,971,144千円 

現金及び預金勘定 392,268千円 

預け金勘定 2,700,000千円 

現金及び現金同等物 3,092,268千円 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 １．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

  取得価額

相当額

（千円） 

減価償却

累計額 

相当額 

（千円） 

中間期末

残高 

相当額 

（千円） 

 器具備品 8,693 4,631 4,062 

合計  8,693 4,631 4,062 

 １．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

  取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額 

相当額 

（千円）

中間期末

残高 

相当額 

（千円）

 器具備品 1,560 788 772

合計  1,560 788 772

 １．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  取得価額

相当額

（千円） 

減価償却

累計額 

相当額 

（千円） 

期末残高

相当額

（千円）

 器具備品 1,764 639 1,125

合計  1,764 639 1,125

  

 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内 3,329 千円

１年超 784 千円

合計  4,114 千円

  

 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内 784 千円

１年超 － 千円

合計  784 千円

 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 780 千円

１年超 364 千円

合計  1,144 千円

  

 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 1,708 千円

減価償却費相当額 1,570 千円

支払利息相当額  124 千円

  

 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 337 千円

減価償却費相当額 286 千円

支払利息相当額  43 千円

 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 3,271 千円

減価償却費相当額 2,997 千円

支払利息相当額  223 千円

  

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 定額法 

  

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース資産計上額

との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によって

おります。  

  

 ５．利息相当額の算定方法 

同左 

 ５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

時価のない有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

時価のない有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

時価のない有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 0 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 0 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 0 



（１株当たり情報） 

 （注）１． １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２． １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

        15,261円57銭         15,767円10銭         15,643円66銭 

１株当たり中間純利益 １株当たり中間純利益 １株当たり当期純利益 

  402円85銭   78円77銭   784円94銭 

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

             402円38銭 78円70銭   784円60銭 

  
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日）
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日）
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（千円） 3,102,829 3,210,149 3,180,512 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資

産額（千円） 
3,102,829 3,210,149 3,180,512 

１株当たり純資産額の算定に用いられた

中間期末（期末）の普通株式の数（株） 
203,310 203,598 203,310 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

 1株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益 81,891 16,030 159,574 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
81,891 16,030 159,574 

期中平均株式数（株） 203,282 203,509 203,296 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（千円）  － － － 

普通株式増加数（株）  83 196 87 

（うち新株予約権） (83) (196)  (87)  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権２種類（新

株予約権の目的となる

株式の数 1,515株） 

新株予約権２種類（新

株予約権の目的となる

株式の数 1,295株） 

新株予約権２種類（新株

予約権の目的となる株式

の数 1,295株） 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

   

   

  ──────── 

 重要な事業の譲受について 

 当社は、平成19年３月29日開催の取締役会

において、株式会社ネクスウェイの事業のう

ち、携帯マーケティングASPサービスに関す

る事業を譲受けることを決議し、同日事業譲

渡契約を締結し、平成19年10月１日付で譲受

けいたしました。（パーチェス法の適用） 

 なお、事業譲受けの概要は以下のとおりで

す。 

(1)相手企業の名称及び取得した事業の内

容、事業の取得を行った主な理由、事業取得

日、事業取得の法的形式 

  ①相手企業の名称及び取得した事業の内容 

  相手企業の名称 株式会社ネクスウェイ 

  事業の内容 携帯マーケティングASPサ 

 ービス「MO-ON」事業 

 ②事業の取得を行った主な理由 

  モバイルマーケティング事業の業容拡大

 の為 

 ③事業取得日 

  平成19年10月１日 

 ④事業取得の法的形式 

  事業譲受け 

(2)取得した事業の取得原価及びその内訳 

 現金   120,000千円 

────────────── 

 取得原価 120,000千円 

────────────── 

(3)発生したのれんの金額、発生原因、償却

方法及び償却期間 

 ①発生したのれんの金額 

  90,025千円 

 ②発生原因 

  今後の事業展開によって期待される将来

 の超過収益力から発生したものでありま  

 す。 

 ③償却方法及び償却期間 

  ５年間の均等償却 

(4)事業取得日に受け入れた資産等の額及び

その主な内訳 

 工具器具備品 13,795 千円 

 ソフトウェア 15,032 千円 

 のれん    90,025 千円 

 ────────────── 

 資産計    118,853 千円 

  消耗品費     1,146 千円 

 ────────────── 

 合計     120,000 千円 

 ────────────── 

なお、事業取得日に引き受けた負債はありま

せん。 

  

   

   

  ──────── 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第10期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出。 

  

  

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月７日 

ダブルクリック株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 恩田  勲  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 小川 一夫  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 中川  豪  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダ

ブルクリック株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１０期事業年度の中間会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、

中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ダブルクリック株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月６日 

ダブルクリック株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 恩田  勲  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 小川 一夫  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 中川  豪  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているダブルクリック株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第１１期事業年度の中間会計

期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ダブルクリック株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年１０月１日付で株式会社ネクスウェイの事業のうち、携

帯マーケティングＡＳＰサービスに関する事業を譲受けた。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 
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